
 平成18年4月1日～平成18年9月30日 

第63期 

〒102―8277　東京都千代田区九段南4―7―3 
電話（03）3265―0211（代表） 
URL http://www.nohmi.co.jp/

能美防災株式会社  

株主メモ 

事　 業　 年　 度　　毎年４月１日から翌年３月３１日まで 

定 時 株 主 総 会　　毎年６月開催 

基　　　準　　　日　　定時株主総会　毎年３月３１日 

　　　　　　　　　　期末配当金　毎年３月３１日 

　　　　　　　　　　中間配当金　毎年９月３０日 

単 元 株 式 数　　１，０００株 

公　 告　 方　 法　　当社の公告方法は、電子公告とします。 

ただし、事故その他やむを得ない事由によ

って電子公告をすることができない場合は、

日本経済新聞に掲載して行います。なお、電

子公告は当社のホームページに掲載してお

り、そのアドレスは次のとおりであります。 

　　　　　　　　　　http://www.nohmi.co.jp/ 

株主名簿管理人　　大阪市中央区北浜四丁目５番３３号 

　　　　　　　　　　住友信託銀行株式会社 

同事務取扱場所　　東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

　　　　　　　　　　住友信託銀行株式会社　証券代行部 

　郵便物送付先　　〒１８３―８７０１ 東京都府中市日鋼町１番１０ 

　　　　　　　　　　住友信託銀行株式会社　証券代行部 

　電 話 照 会 先　　（住所変更等用紙のご請求）０１２０―１７５―４１７ 

　　　　　　　　　　（そ の 他 の ご 照 会）０１２０―１７６―４１７ 

　インターネット　　http://www.sumitomotrust.co.jp/ 
　ホームページＵＲＬ　　          STA/retail/service/daiko/index.html 

同　取　次　所　　住友信託銀行株式会社本店および全国各支店 

買増制度の採用　　当社は単元未満株式に不足分を買増して単

元株式におまとめいただけるよう単元未満

株式の買増制度を採用しております。 

中間事業報告書 
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設　立　　昭和１９年５月５日 

資本金　　６,２７２,２８２,１６１円 

株式数　　発行可能株式総数 １６０,０００,０００株 

　　　　　発行済株式の総数 ４２,３３２,７７１株 

株主数　　４,６７９名 

企業集団の従業員数　　１,８９６名 

会社の概況 （平成１８年９月３０日現在） 業績の推移（連結） 

区 　 分 当  中  間  期  （平成１８年９月期）  
前 年 中 間 期 

（平成１７年９月期）  
前　　　　期  

（平成１８年３月期）  

４４,１１９百万円 

３２,２９６百万円 

５６４百万円 

５９百万円 

１.４３円 

６２,５５０百万円 

３０,６１９百万円 

３９,８０７百万円 

３２,２８４百万円 

△　２５０百万円 

△　２４１百万円 

△　　　５.７７円 

５９,２４４百万円 

２９,０９６百万円 

７７,２７０百万円 

７５,１４７百万円 

２,６４１百万円 

１,３５４百万円 

３０.５９円 

６４,４３２百万円 

３０,９３８百万円 

受 注 高 

売 上 高 

経常利益 

総 資 産 

純 資 産 

１株当たり 
中間（当期） 
純 利 益 

中間（当期） 純 利 益 
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株　主　の　皆　様　へ 

　株主の皆様にはますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 
　ここに第６３期上期（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日
まで）の営業の概況を報告いたします。 
　当上半期におけるわが国経済は、戦後最長のいざなぎ景気
を超えるとの声が聞こえるほどの景気拡大が続いております。 
　しかしながら、今回の景気回復の主役は輸出であり、従来の
景気回復の牽引役が設備投資だったのと異なり、低成長下で
の景気拡大の様相を呈しております。 
　一方、防災業界におきましては、公共投資の減少や建設総需
要の落ち込みなど厳しい経営環境のもとで、市場価格の低迷な
どに対応すべく努力をしております。 
　このような局面に対処するため、当社グループの総力を結集し
て平成１８年度が最終年度となる中期経営計画の達成に取り
組むべく、全社的に統合された営業活動の展開、目標値を定め
た総原価の圧縮、顧客サービス力の強化をテーマとして、以下
のことに注力し、収益の確保に努力しております。 
①　受注目標管理の強化及び大型案件における組織的営
業活動の徹底 

②　最適な施工・メンテナンス体制の整備 
③　差別化した新商品の継続的な市場投入 
④　価格、品質、納期に関する競争力の強化 
⑤　社員の多能化を目指した計画的な人材育成 
　なお、引き続き採算性を重視して保守点検も含めた総合的な
提案営業や拡大するリニューアル市場の重視などの施策を実
施しております。 
　また、新規の一般住宅市場につきましては、平成１８年６月に
全国適用となった新築住宅に対する住宅用火災警報器設置
義務化による需要が予想を上回るペースで伸びており、この分
野にも一層注力しております。 
　その結果、当中間連結会計期間の受注高は４４,１１９百万円、
前年同期比１０.８％増､売上高は３２,２９６百万円、前年同期とほ
ぼ同水準となりました。 
　売上高の内訳をセグメント別にみますと、火災報知設備は
１４,５５６百万円、前年同期比２０.１％増、消火設備は６,１０７百万
円、前年同期比２５.２％減､保守点検等は９,２１３百万円、前年
同期比４.５％増、その他は２,４１８百万円、前年同期比２４.０％減
となりました。 

　また、利益につきましては、住宅用警報器の出荷増やグループ
をあげての採算重視の受注活動によりコスト削減につなげる努
力の結果、経常利益は５６４百万円、中間純利益は５９百万円と
なりました。 
　以上のような状況でありますが、今中間配当金といたしまして
は引き続き１株につき５円とさせていただきました。 
　今後の経済見通しとしましては、企業収益の好調さが引き続
き回復基調にあるものの、個人消費の動向には企業部門の回
復ほどの勢いがみられないことや、原油価格の動向など不安要
因はありますが、景気はおだやかな回復が続くと見込まれており
ます。 
　当防災業界は市場価格の低迷が続く厳しい状況にありますが、
当社グループを取り巻く環境は顧客の防災意識の変化や消防
法の改正など大きく変わりつつあり、この変化のなかに事業拡大
のチャンスが現れたと考えております。 
　当社グループは現状を打破し、新たな事業を拡大することを
可能とするため、上半期に取組みました事項に引き続き注力し、
さらに、以下の事項に取組み、さらなる受注確保と利益確保に
努力いたします。 
①　適切な内部統制システムの構築 
②　事前のバリューエンジニアリングやコストダウン検討に基

づく積極的な提案営業展開 
③　既設防災市場における市場価格の低下に対応した経
営資源の再配置とリニューアル市場、住宅防災市場、工
場防災市場や火災予兆検知システム市場など新市場
の開拓 

④　施工物件に対する組織的な経過管理の徹底 
　以上をふまえ通期の業績予想といたしましては、売上高
７９,５００百万円、経常利益３,５００百万円、当期純利益１,７００百
万円と予想しております。 
　なお、配当金につきましては１株につき中間配当金５円、期末
配当金５円の年間で１０円を予定しております。 
　株主の皆様におかれましては、
今後とも何とぞ格別のご理解とご
支援を賜りますようお願い申し上げ
ます。 

代表取締役社長　田　上　　　征 



中間連結貸借対照表 
（平成１８年９月３０日現在） 

（単位　百万円） 

資 産 の 部  

資 産 合 計  

流　動　資　産  
現 金 ・ 預 金  
受 取 手 形・売 掛 金  
た な 卸 資 産  
繰 延 税 金 資 産  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  
 
固　定　資　産 
 
（有形固定資産） 
 
建 物 ・ 構 築 物  
土 地  
そ の 他  
 
（無形固定資産） 
 
（投資その他の資産） 
 
投 資 有 価 証 券  
繰 延 税 金 資 産  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  

流　動　負　債  
支 払 手 形 ・ 買 掛 金  
短 期 借 入 金  
１ 年 内 償 還 の 社 債  
未 払 金  
未 成 工 事 受 入 金  
賞 与 引 当 金  
そ の 他   
固　定　負　債  
社 債  
退 職 給 付 引 当 金  
役員退職慰労引当金 
負 の の れ ん  
そ の 他  

株　主　資　本  
資 本 金  
資 本 剰 余 金  
利 益 剰 余 金  
自 己 株 式   
評価・換算差額等  
その他有価証券評価差額金 
為 替 換 算 調 整 勘 定   
少数株主持分 

  

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。 

5 6

（単位　百万円） 

負 債 の 部  

負 債 純 資 産 合 計  

純 資 産 の 部  

  

 ６２,５５０ 

６２,５５０ ５９,２４４ 

４２,８３６  
９,６０７ 
１７,２５２ 
１４,６６３ 
８９０ 
７４５ 

△　　３２３ 
 

１９,７１４ 
 

８,９２１ 
 

３,８８７ 
３,４３３ 
１,６０１ 

 
７１９ 
 

１０,０７３ 
 

３,９０３ 
２,４９８ 
３,９３２ 

△　　２５９ 

３９,４９９  
８,７２９ 
１６,８２６ 
１２,４４５ 
９３１ 
９２１ 

△　　３５５ 
 

１９,７４５ 
 

９,０８２ 
 

４,０３８ 
３,４３３ 
１,６１０ 

 
６５５ 
 

１０,００６ 
 

３,５６１ 
２,８６４ 
３,８７５ 

△　　２９３ 

５９,２４４ 

 

３１,９３１ 

６２,５５０ 

２４,４９４  
８,６０５ 
２６０ 
６,０００ 
３,１４２ 
３,６０３ 
１,４０３ 
１,４７９  
７,４３６  
― 

６,５３２ 
４８８ 
４０ 
３７４ 
 

３０,６１９ 
 

２９,６２２  
６,２７２ 
５,７１３ 
１７,８３６ 

△　　２００  
８６４  
７３９ 
１２５  
１３３ 

２９,９７６ 

５９,２４４ 

１５,９８８  
６,０３０ 
４０５ 
― 

２,９７２ 
３,９０４ 
１,３６９ 
１,３０５  
１３,９８７  
６,０００ 
７,０９７ 
４９２ 
１５ 
３８２ 
 

２９,２６８ 
 

２８,４８３  
６,２７２ 
５,７１３ 
１６,６８３ 

△　　１８５  
６１２  
５５４ 
５８  
１７２ 

科　　目 

期　　別 当中間連結 
会計期間末 

前中間連結 
会計期間末 
（ご 参 考 ） 科　　目 

期　　別 当中間連結 
会計期間末 

前中間連結 
会計期間末 
（ご 参 考 ） 

 



確かな安全、快適なくらし。 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・
フロー  
Ⅱ投資活動によるキャッシュ・
フロー  
Ⅲ財務活動によるキャッシュ・
フロー  
Ⅳ現金及び現金同等物に係る
換算差額  
Ⅴ現金及び現金同等物の 
　増減額  
Ⅵ現金及び現金同等物の 
　期首残高  
Ⅶ現金及び現金同等物の 
　中間期末残高 

科　　目 

期　　別 

 

１,９３２ 

△　４９４ 

△　２３９ 

― 

１,１９８ 

８,２２４ 

９,４２２ 

８５９ 

△　３７６ 

△　３２８ 

― 

１５４ 

８,３５９ 

８,５１３ 

当中間連結 
会 計 期 間  

前中間連結 
会 計 期 間  
（ご 参 考 ） 

中間連結損益計算書 中間連結キャッシュ・フロ－計算書 

（単位　百万円） （単位　百万円） 

科　　目 

期　　別 

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。 
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（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで） （平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで） 

当中間連結 
会 計 期 間  

前中間連結 
会 計 期 間  
（ご 参 考 ） 

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。 

売 上 高  

売 上 原 価  

営 業 外 収 益  

販売費及び一般管理費 

営 業 外 費 用 

経 常 利 益  

税金等調整前中間純利益 

中 間 純 利 益  

受 取 利 息・配 当 金  

そ の 他  

支 　 払 　 利 　 息  

そ の 他  

特 別 利 益  

特 別 損 失  

法人税・住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額  

少 数 株 主 利 益  

  

営 業 利 益  

  

売 上 総 利 益  

５９ △　　２４１ 

３２,２９６ 

２３,３１０ 

８,９８５ 

８,５００ 

４８５ 

１８４ 

３０ 

１５３ 

１０５ 

３９ 

６５ 

５６４ 

３７ 

４１ 

５６０ 

２０４ 

３０２ 

△　　　６ 

３２,２８４ 

２４,２４５ 

８,０３９ 

８,３４６ 

△　　３０６ 

１５９ 

２８ 

１３１ 

１０３ 

４０ 

６２ 

△　　２５０ 

１０９ 

１８３ 

△　　３２４ 

１５５ 

△　　２３８ 

０ 

（　 　） 

（　 　） 

（　 　） 

（　 　） 

（　 　） 

（　 　） 

（　 　） 

（　 　） 



中間連結株主資本等変動計算書 
（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで） 

（単位　百万円） 

株 主 資 本 

資本金 資　本 剰余金 
利　益 
剰余金 

自己 
株式 

株主資本 
合　　計 

６,２７２ 

 

 

 

 

 

 

― 

６,２７２ 

５,７１３ 

 

 

 

 

 

０ 

０ 

５,７１３ 

１８,０６８ 

 

△ ２１０ 

△ 　８２ 

５９ 

 

 

△ ２３２ 

１７,８３６ 

△ １９３ 

 

 

 

 

△　６ 

０ 

△　６ 

△ ２００ 

２９,８６１ 

 

△ ２１０ 

△ 　８２ 

５９ 

△　６ 

０ 

△ ２３９ 

２９,６２２ 
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TOPICS

■さらに進化した自動火災報知設備「Ｒ24Ｃシステム」を発売 
　Ｒ２４Ｃシステムは、先代のＲ２２Ｍ

ＸＡシステム（中・大規模建物用）と

Ｒ２２ＬＸシステム（大規模建物用）

を統合し、わかりやすさと高機能を

追求したシステムです。 

　火災受信機は大画面を採用し、

使いやすさを向上させた「ガイドモ

ード」と作業性を向上させた「作業

モード」を状況に応じて切り換えて

運用することができます。また、火

災発生時などに最低限行うべき行

動を表示する「行動ガイド」機能を

搭載し、受信機の操作に不慣れな

ユーザーにも安心してお使いいた

だけるようになりました。 

■都市部のヒートアイランド現象を緩和する「ドライミスト」 

　ドライミストは、微細な水の粒で人工的な霧を発生させて、水が液体から気体に変わ

る際に周囲から熱を奪う気化熱を利用して周辺の気温を下げるシステムで、当社を含

むコンソーシアムで共同開発いたしました。 

　水の粒子が極めて微細ですぐに蒸発するため、人に触れてもほとんど濡れるという

感触がありません。愛知万博などでの実績から、噴霧エリアの気温をおおよそ２～３℃

低下させる効果が期待でき、ミストの蒸散作用により直接空気を冷やすため、エアコン

の約１/３０の消費電力量で環境負荷を緩和します。 

平成１８年３月３１日残高 

中間連結会計期間中の 
変 動 額  

剰余金の配当 

役 員 賞 与  

中 間 純 利 益  

自己 株 式 の 取 得  

自己 株 式 の 処 分  

中間連結会計期間中の 
変 動 額 合 計  

平成１８年９月３０日残高 

評価・換算差額等 

その他有価証券 
評 価 差 額 金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

少　数 
株　主 
持　分 

純資産 
合　計 

９３６ 

 

 

 

 

 

 

△ １９６ 

△ １９６ 

７３９ 

１４０ 

 

 

 

 

 

 

△ 　１５ 

△ 　１５ 

１２５ 

１,０７７ 

 

 

 

 

 

 

△ ２１２ 

△ ２１２ 

８６４ 

１４３ 

 

 

 

 

 

 

△ 　１０ 

△ 　１０ 

１３３ 

３１,０８１ 

 

△ ２１０ 

△ 　８２ 

５９ 

△　６ 

０ 

△ ２２３ 

△ ４６２ 

３０,６１９ 

平成１８年３月３１日残高 

中間連結会計期間中の 
変 動 額  

剰余金の配当 

役 員 賞 与  

中 間 純 利 益  

自己 株 式 の 取 得  

自己 株 式 の 処 分  

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額（純額） 
中間連結会計期間中の 
変 動 額 合 計  

平成１８年９月３０日残高 

（※２） 

（※２） 

（※２） 

（※２） 

（注）１．記載金額は百万円未満切捨て表示しております。 
　　※２．平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 



中間個別貸借対照表 （平成１８年９月３０日現在） 

（単位　百万円） 

科　　目 

期　　別 
当中間期  

前年中間期 
（ご　参　考） 

資 産 の 部  ５５,３９６ 

資 産 合 計  ５５,３９６ 

現 金 ・ 預 金  
受 取 手 形  
売 掛 金  
た な 卸 資 産  
未 成 工 事 支 出 金  
繰 延 税 金 資 産  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  

建 物  
土 地  
そ の 他  

投 資 有 価 証 券  
繰 延 税 金 資 産  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  

３７,３４２ 
 

７,２０５ 
３,７６８ 
１１,５０２ 
５,８９１ 
７,６９８ 
７４８ 
８２６ 

△　　３００ 
 

１８,０５３ 
 

８,７８２ 
 

３,８１０ 
３,４３３ 
１,５３７ 

 
６９７ 

 
８,５７３ 

 
２,５２３ 
２,３７１ 
３,９０５ 

△　　２２６ 

５２,１２７ 

５２,１２７ 

３３,９６２ 
 

６,４０４ 
３,９８５ 
１０,８８０ 
５,４７９ 
５,７８４ 
７８３ 
９７４ 

△　　３３０ 
 

１８,１６４ 
 

８,９４４ 
 

３,９５６ 
３,４３３ 
１,５５５ 

 
６３４ 

 
８,５８５ 

 
２,２１７ 
２,７１９ 
３,９０４ 

△　　２５５ 

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。 

（単位　百万円） 

科　　目 

期　　別 
当中間期  

前年中間期 
（ご　参　考） 

負 債 の 部  ２９,０７３ 

負 債 純 資 産 合 計  

純 資 産 の 部  

５５,３９６ 

２２,０３０ 
１,７７１ 
５,２０６ 
６,０００ 
２,９７７ 
３,３２３ 
１,１５３ 
１,５９９ 

 
７,０４３ 
― 

６,２６７ 
３９５ 
３７９ 

２６,３２２ 

２６,７３２ 

５２,１２７ 

１３,１５４ 
７４９ 
３,８８９ 
― 

２,８１２ 
３,３６３ 
１,１２１ 
１,２１７ 

 
１３,５７８ 
６,０００ 
６,８０８ 
３８２ 
３８７ 

２５,３９４ 

11 12

２５,６１１ 
６,２７２ 
５,７１４ 
５,７１３ 
０ 

１３,７６０ 
８８７ 

１２,８７２ 
△　　１３５ 

７１１ 
７１１ 

２４,８６３ 
６,２７２ 
５,７１３ 
５,７１３ 
０ 

１２,９９７ 
８８７ 

１２,１０９ 
△　　１２０ 

５３１ 
５３１ 

流　動　負　債 
支 払 手 形  
買 掛 金  
１ 年 内 償 還 の 社 債  
未 払 金  
未 成 工 事 受 入 金  
賞 与 引 当 金  
そ の 他  
 
固　定　負　債 
社 債  
退 職 給 付 引 当 金  
役員退職慰労引当金 
そ の 他  

株　主　資　本 
資　　本　　金 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金  
その他資本剰余金  
利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金  
その他利益剰余金  
自　己　株　式 
評価・換算差額等 
その他有価証券評価差額金 

流　動　資　産 

固　定　資　産 

（有形固定資産） 

（無形固定資産） 

（投資その他の資産） 



（注）１．記載金額は百万円未満切捨て表示しております。 
　　※２．平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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中間個別損益計算書 
（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで） 

（単位　百万円） 

科　　目 

期　　別 
当中間期  

前年中間期 
（ご　参　考） 

（経常損益の部） 

営 業 外 収 益  

営 業 収 益  

売 上 高  

営 業 費 用  

売 上 原 価  
販売費及び一般管理費 

営 業 外 費 用  

経 常 利 益  

営 業 利 益  

税 引 前 中 間 純 利 益  

中 間 純 利 益  

前 期 繰 越 利 益  

中 間 未 処 分 利 益  

受 取 利 息 ・ 配 当 金  
そ の 他  

支 払 利 息  
そ の 他   

特 別 利 益  
特 別 損 失  

法人税・住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額  

（特別損益の部） 

  

２７,７８４ 

  

２０,２９３ 
７,１４７ 

３４３ 

２２４ 

（注）記載金額は百万円未満切捨て表示しております。 

１０６ 
１１７ 
 １０３
 

３８ 
６５ 
 

４６４ 
 
 

２９ 
４０ 

４５３ 

（　 　　） 
（　 　　） 

（　 　　） 
（　 　　） 

１０２ 
２２３ 

１２８ 

― 

― 

２７,７１８ 

  

２１,１７１ 
７,１０６ 

△　　５６０ 

２６１ 

１３４ 
１２６ 
 １００
 

３７ 
６３ 
 

△　　３９９ 
 
 

１０７ 
１７５ 

△　　４６７ 

（　 　　） 
（　 　　） 

（　 　　） 
（　 　　） 

３７ 
△　　１６０ 

△　　３４３ 

７７０ 

４２６ 

中間個別株主資本等変動計算書 
（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで） 

（単位　百万円） 

株　主　資　本 

資本金 
資本剰余金 利益剰余金 

資　本 
準備金 

その他資 
本剰余金 

資本剰余 
金 合 計 

利　益 
準備金 

６,２７２ 

 

 

 

 

 

 

 

― 

６,２７２ 

５,７１３ 

 

 

 

 

 

 

 

― 

５,７１３ 

０ 

 

 

 

 

 

 

０ 

０ 

０ 

５,７１４ 

 

 

 

 

 

 

０ 

０ 

５,７１４ 

８８７ 

 

 

 

 

 

 

 

― 

８８７ 

その他利 
益剰余金 

１３,０１３ 

 

― 

△ ２１０ 

△ 　６０ 

１２８ 

 

 

　△ １４１ 

１２,８７２ 

利益剰余 
金 合 計 

１３,９０１ 

 

― 

△ ２１０ 

△ 　６０ 

１２８ 

 

 

　△ １４１ 

１３,７６０ 

自己 
株式 

△ １２８ 

 

 

 

 

 

△　６ 

０ 

△　６ 

△ １３５ 

株主 
資本 
合計 

２５,７５９ 

 

― 

△ ２１０ 

△ 　６０ 

１２８ 

△　６ 

０ 

　△ １４８ 

２５,６１１ 

平成１８年３月３１日残高 

中間会計期間中の  
変 動 額  
特 別 償 却  
準 備 金 取 崩  

剰余金の配当 

役 員 賞 与  

中 間 純 利 益  

自己 株式の取得  

自己 株式の処分  

中間会計期間中の  
変 動 額 合 計  

平成１８年９月３０日残高 

評価・換算差額等 

その他有価証券 
評 価 差 額 金 

９０３ 

 

 

 

 

 

 

 

△ １９２ 

△ １９２ 

７１１ 

評価・換算 
差額等合計 

９０３ 

 

 

 

 

 

 

 

△ １９２ 

△ １９２ 

７１１ 

純資産合計 

２６,６６２ 

 

― 

△ ２１０ 

△ 　６０ 

１２８ 

△　６ 

０ 

△ １９２ 

△ ３４０ 

２６,３２２ 

平成１８年３月３１日残高 

中間会計期間中の  
変 動 額  
特 別 償 却  
準 備 金 取 崩  

剰余金の配当 

役 員 賞 与  

中 間 純 利 益  

自己 株式の取得  

自己 株式の処分  

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） 
中間会計期間中の  
変 動 額 合 計  

平成１８年９月３０日残高 

（※２） 

（※２） 

（※２） 

（※２） 

（※２） 

（※２） 



大株主 取締役および監査役 （平成１８年９月３０日現在） （平成１８年９月３０日現在） 

15 16

株 主 名  持 株 数  議決権比率 

セ コ ム 株 式 会 社  

能 美 防 災 代 理 店 持 株 会  

能 美 防 災 取 引 先 持 株 会  

能 美 防 災 従 業 員 持 株 会  

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社 

富士電機ホールディングス株式会社 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行  

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

東京海上日動火災保険株式会社 

千株 ％ 

代表取締役会長 

代表取締役社長 

専 務 取 締 役   

専 務 取 締 役  

常 務 取 締 役   

常 務 取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

 

常 勤 監 査 役  

常 勤 監 査 役  

監 査 役  

監 査 役  

監 査 役  

木 　 村 　 敞 　 一  

田 　 上 　 　 　 征  

安 　 原 　 一 　 昭  

橋 　 爪 　 　 　 毅  

田 　 山 　 雄 　 史  

橘 　 　 　 幸 　 正  

竹 　 田 　 晴 　 夫  

前 　 田 　 修 　 司  

小 松 崎 　 常 　 夫  

武 　 田 　 迪 　 夫  

小 　 松 　 三 　 男  

梶 　 田 　 和 　 男  

森 　 　 　 俊 　 幸  

内 　 山 　 　 　 順  

澤 　 野 　 眞 　 琴  

荒 　 井 　 　 　 一  

藤 　 井 　 清 　 隆  

曽 　 田 　 義 　 則  

五 十 嵐 　 　 　 明  

石 　 井 　 博 　 明  
 

能 　 美 　 昌 二 郎  

千 　 葉 　 克 　 男  

石 　 橋 　 鉄 之 介  

山 　 下 　 　 　 尚  

石 　 井 　 藤 次 郎  

１２,０９８ 

１,５４６ 

１,３７９ 

１,３５８ 

１,１４０ 

 ９１０ 

 ８５５ 

 ７６５ 

 ７５６ 

 ７４５ 

２９.０ 

３.７ 

３.３ 

３.３ 

２.７ 

２.２ 

２.１ 

１.８ 

１.８ 

１.８ 



17 18

企業集団の主要な事業所等 企業集団の主要な事業内容 

イ．防災に関する受託実験・企画・提案 
ロ．各種防災設備、システムの企画、開発、設計、施工、保守 
ハ．上記機器の設計、製造、販売 
ニ．駐車場車路管制システムの設計、製造、施工、販売及び保守 
　なお、各種防災設備、システムとは下記のとおりであります。 
 
 
 
火災報知設備、防火・防排煙設備、消火設備（スプリンクラー
など）、ガスもれ警報設備、非常用放送設備、避難誘導設備、防
犯警報設備、各種防災機器（消火器など） 
 
 
 
ビル・地下街防災システム、文化財防災システム、住宅防災シ
ステム、工場防災システム、船舶・車両・航空機防災システム、
通信機器室・コンピューター室など火災予兆システム 
 
　企業集団の事業内容を種類別セグメントで表しますと下記の
とおりであります。 

 

主な防災設備 

主なアプリケーション・システム 

主　要　営　業　品　目 セグメント別 

本　　　　　　社 

支　　　　　　社 

営　　　業　　　所 

城 東 事 務 所 

火災報知設備 

消 火 設 備 

保守点検等 

そ　 の　 他 

スプリンクラーなど消火設備、プラント防災システム、

トンネル防災システム 

火災報知設備、防火・防排煙設備、ガスもれ警報設備、

非常用放送設備、避難誘導設備、住宅防災システム、 

火災予兆システム 

各種防災機器に係る保守点検・補修業務 

防犯警報設備、プリント板組品、駐車場車路管制システム 

研究開発センター 

海　　　　　　外 

工　　　　　　場 三鷹、メヌマ（埼玉県熊谷市） 

千代田区、新宿区、埼玉県熊谷市 

台北 

名　称 所　在　地 

北海道（札幌市）、東北（仙台市）、新潟、茨城（水
戸市）、北関東（さいたま市）、西関東（八王子市）、
丸の内（千代田区）、千葉、横浜、長野、静岡、名古
屋、金沢、大阪（吹田市）、京都、神戸、広島、岡
山、九州（福岡市）、熊本 

青森、盛岡、秋田、郡山、宇都宮、群馬（高崎市）、
岐阜、三重（津市）、富山、福井、高松、松山、長
崎、大分、宮崎、鹿児島、沖縄（那覇市）他１５箇所 

名　　　称 所　在　地 

日 信 防 災 株 式 会 社  

能 美 設 備 株 式 会 社  

防災エンジニアリング株式会社  

大 阪 ノ ー ミ 株 式 会 社  

四 国 ノ ー ミ 株 式 会 社  

九州ノーミエンジニアリング株式会社 

千 代 田 区  

新 宿 区  

江 東 区  

吹 田 市  

高 松 市  

福 岡 市  

東京都千代田区九段南４丁目７番３号 

東京都江東区南砂５丁目１８番４号 

①　当社 

②　主要な子法人等 



 平成18年4月1日～平成18年9月30日 

第63期 

〒102―8277　東京都千代田区九段南4―7―3 
電話（03）3265―0211（代表） 
URL http://www.nohmi.co.jp/

能美防災株式会社  

株主メモ 

事　 業　 年　 度　　毎年４月１日から翌年３月３１日まで 

定 時 株 主 総 会　　毎年６月開催 

基　　　準　　　日　　定時株主総会　毎年３月３１日 

　　　　　　　　　　期末配当金　毎年３月３１日 

　　　　　　　　　　中間配当金　毎年９月３０日 

単 元 株 式 数　　１，０００株 

公　 告　 方　 法　　当社の公告方法は、電子公告とします。 

ただし、事故その他やむを得ない事由によ

って電子公告をすることができない場合は、

日本経済新聞に掲載して行います。なお、電

子公告は当社のホームページに掲載してお

り、そのアドレスは次のとおりであります。 

　　　　　　　　　　http://www.nohmi.co.jp/ 

株主名簿管理人　　大阪市中央区北浜四丁目５番３３号 

　　　　　　　　　　住友信託銀行株式会社 

同事務取扱場所　　東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

　　　　　　　　　　住友信託銀行株式会社　証券代行部 

　郵便物送付先　　〒１８３―８７０１ 東京都府中市日鋼町１番１０ 

　　　　　　　　　　住友信託銀行株式会社　証券代行部 

　電 話 照 会 先　　（住所変更等用紙のご請求）０１２０―１７５―４１７ 

　　　　　　　　　　（そ の 他 の ご 照 会）０１２０―１７６―４１７ 

　インターネット　　http://www.sumitomotrust.co.jp/ 
　ホームページＵＲＬ　　          STA/retail/service/daiko/index.html 

同　取　次　所　　住友信託銀行株式会社本店および全国各支店 

買増制度の採用　　当社は単元未満株式に不足分を買増して単

元株式におまとめいただけるよう単元未満

株式の買増制度を採用しております。 

中間事業報告書 


